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高齢社会・中国における介護人材育成の課題
―北京市周辺での調査を踏まえて

大野　俊

要旨

　本論は、高齢化が急速に進む中国の介護人材育成の課題について、北京市周辺

で実施した関係者からの聴き取りをもとに論じる。そこでは、介護施設、介護職

育成機関などの訪問調査から、介護職の資格の不統一や若手人材の確保と定着

面で困難を抱える介護現場の問題点などを論じた。中国政府が掲げる「医養結合」

に沿う介護教育に着手した専門学校の取り組みの内実も明らかにした。日本への

介護人材送り出しの面では、中国の順調な経済成長と急激な賃金上昇に伴って日

本就労の経済的メリットは薄れつつあり、中国の人材派遣会社は日本向けの介護

人材確保に苦戦していることも判明した。一方で、日本でより高度な介護を学ぶ

意欲を持つ若者も存在しており、この分野の日中協力強化の必要性を指摘した。

Challenges for Human Resource Development in China as an Aged Society: 
Findings Based on a Research Survey in and around Beijing

Shun Ohno

Abstract
This article examines the development of human resources in China’s elderly-care 

sector through the interviews with relevant persons in and around Beijing. It explores 
the realities of China’s long-term care facilities having problems such as lack of 
unified qualifications for care workers and difficulties in retaining a young labor force. 
It also reveals the efforts exerted by certain vocational schools to train care workers 
in line with China’s national policy called “Medical and Elderly-care Services 
Integration Policy”. In terms of Chinese care workers bound for Japan, their economic 
merits obtained by working in Japan have declined in parallel with China’s sound 
economic development and rapidly increasing wages. Therefore, China’s recruitment 
agencies have faced difficulties in recruiting enough care workers bound for Japan. 
Nevertheless, this paper points out that there are young Chinese who are willing to 
learn advanced nursing care skills in Japan, and stresses the need to strengthen Japan-
China cooperation in this field.

はじめに

世界最大の人口大国、中国で急速な勢いで高齢化が進んでいる。全人口に占める高齢者
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の割合は 2021 年中に 14% を上回るのは確実で、従来の各種予想よりも早く「高齢社会」

に突入する。それに伴って、要介護・要支援の高齢者が増えて約 4,000 万人に達し、その

うち完全介護の高齢者は約 1,000 万人との国家衛生健康委員会の報告がある（蔡、2018）。

このため、一説には 1,000 万人近い高齢者介護人材が必要とされるが、現実には介護職に

就く人材は百万人以下にすぎないとの政府報告がある。

日本では 30 年以上前から「介護福祉士」という介護専門職の国家資格があるが、中国

では専門資格の整備が遅れ、介護技能の高度化が急がれている。高齢化率が 29.0%（2021

年 8 月時点）という超高齢社会・日本の高齢者介護の取り組みや制度は、日本より約 30

年遅れで高齢化が進行する中国にとって参考になることが多い。こうした事情もあって日

本の介護現場では「介護」や「特定技能」などの新たな在留資格で働く中国人も増えつつ

あり、この流れが今後どうなるかも注目されている。

本論は、急速な少子高齢化への対応に追われる中国の介護人材の養成上の課題は何かを

問いとする。そして、2019 年 9 月に北京市とその周辺で実施した高齢者施設、介護人材

養成機関などのキーインフォーマントとの面談をもとに、関連する先行研究も踏まえて、

その問題点を明らかにする。日本では介護人材不足の深刻化を背景に、近年、中国からも

介護労働者を受け入れている介護施設が増えつつある。この行方についても、日中両国で

の調査を踏まえて展望する。

第 1 章　「養児防老」意識が衰退する中での「介護の社会化」

新型コロナウイルスの感染が世界的に長引く中で、中国は強力な国家の統制のもとで感

染抑止に成功し、比較的に順調な経済成長を遂げている。その中、今後の成長阻害の要因

になると言われているのが、急速な勢いで進行するこの国の高齢化である。高齢化率（全

人口に占める 65 歳以上の高齢者の割合）は 2002 年に 7% を上回って「高齢化社会」になっ

た。2020 年に実施の国勢調査では 65 歳以上は 1 億 9064 万人に達し、全人口の 13・5% を

占めた（National Bureau of Statistics of China ,2021）。65 歳以上が 14% を上回ると「高齢社会」

に分類されるが、中国国家統計局は 2021 年に高齢化率が 14.2% に上昇したことを発表し

た（『毎日新聞』、2022 年１月 18 日、朝刊：4）。(1) 高齢化社会から高齢社会への移行年数は、

日本が 1970 年から 25 年で、当時の先進諸国の中で最速を記録した（浅川、2017）。中国

はこの年数が日本より数年早く「高齢社会」入りした。

高齢化と並行する形で少子化も進んでいる。前述の国勢調査では、中国における家族の

平均人数は 2.62 人で、10 年前の調査時（3.10 人）より 0.48 人も減少した。これは、激増

する人口移動（主に農村部から都市部へ）や、若者層の結婚後の親との別居が背景にある

とされる (National Bureau of Statistics of China, 2021)。新型コロナウイルスの感染拡大が起

きた 2020 年の出生数は約 1,200 万人で、前年比で 18% も減少した。この国の生産年齢人
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口（15 歳以上、65 歳未満）は 2020 年に減少に転じた。米国のワシントン大学は、中国は

2022 年に人口が減り始め、2100 年に 7.3 億人に激減するとの予測を出した（『日本経新聞』、

2021 年 8 月 23 日、朝刊：1）。

急激な少子高齢化に直面した政府は 2017 年、1979 年から続けた「計画生育政策」、い

わゆる「一人っ子政策」を廃止して二人までの出産を認める政策に転じた。だが、その後

も少子化に歯止めがかからず、2020 年の出生数は約 1,200 万人と、その 4 年前より 600 万

人余りも減少した。危機感を抱いた中国共産党は同年 5 月の中央政治局会議で、出産数を

三人まで緩和する方針を示した。しかし、子供の養育費の高騰や国民の価値観の変化など

もあり、「三人っ子政策」の効果は不透明と報道されている（e.g.『朝日新聞』朝刊、2021

年 6 月 1 日 ; 時事ドットコムニュース、2021 年 5 月 31 日）。

中国の急速な高齢化の背景としては、近年の急速な経済成長に伴って生活環境、医療な

どが改善した結果としての平均寿命延長、都市化の進行、「一人っ子政策」による出生率

低下などが指摘されている（日本貿易振興機構北京事務所、2013：2）。

高齢者の多くは認知症などで介護を必要としている。2015 年に実施された中国でのサ

ンプリング調査によると、60 歳以上の要介護者は全国で約 4,063 万人と推定され、高齢者

全体の約 18% を占めている。また、認知症の患者数は約 1,350 万人である（厳、2017）。3

名の要介護者に対して 1 名の介護スタッフを配置する国際的な基準に基づくと、中国で

は 1,000 万人以上の介護人材が必要とされる（日本貿易振興機構サービス産業部、2017：

116）。

ところが、中国民生部のデータによると、介護職の従事者は 2016 年 12 月末までで 68

万人しかおらず、うち有資格者は 13 万人に限られている（前掲：115）。中国共産党機関

紙の人民日報は 2019 年に「（中国には）介
マ マ

護福祉士はわずか 30 万人しかいないのが現状」

と報じている（人民網日本語版、2019 年 10 月 17 日）。日本でも介護職は 2025 年度には

2019 年度比で約 32 万多く必要との政府予測があるが（厚生労働省、2021）、中国の介護

人材不足はケタ違いである。

それでも要介護の高齢者の生存の危機に至っていないのは、中国では介護の担い手がま

だ家族中心だからである。例えば、張・韓（2019：95）が 2015 年と 2018 年に国家中心都

市、天津市で幅広い世代の住民を対象に実施したアンケート調査によると、高齢者サービ

スを利用していない人の割合は 65%、利用している人も在宅型のサービスが大半で、介

護施設でのサービスを受けている家庭は 5% にも満たなかった。利用しない理由では「家

族がケアできる」が最も多いとの結果が出ている。

このように、中国の高齢者介護はこれまで「親孝行」を美徳とする儒教的価値観のもと、

家庭内の介護に依拠してきた。高齢者施設は、扶養義務者がいない、労働能力がない、収

入がない「三無老人」らを対象としたものが大半を占めた（日本貿易振興機構北京事務所、

2013：43）。しかし、近年は都市部を中心に核家族化が進み、高齢者だけの家族である「空



42

清泉女子大学紀要　第 69号　2022 年 1 月

巣（からのす）家庭」（子供が巣立ち、老夫婦だけになった世帯）が急速に増えている（そ

の比率は、2000 年の 42.0% から 2010 年の 54.0% に上昇）。農村部においても、若者の都

市部への出稼ぎが進み、高齢者のみの世帯が増えている（その比率は、2000 年の 37.9%

から 2010 年の 45.6% に上昇）（張、2017：42-43）。その一方、「養児防老」（子供を育てる

のは年老いてから面倒を見てもらうためという考え）という中国の伝統的価値観について、

前述の天津市での住民調査では「賛成しない」が「賛成する」回答者を上回るなど市民の

意識は変化している（張・韓、2019: 101-102）。従来、家庭内中心だった高齢者の介護を

社会全体で担う「介護の社会化」の必要性は高まる一方である。(2)

第 2 章　介護人材の確保と養成の課題

そうした中で、介護の専門職の資格やその養成はどうなっているのだろうか。中国政府

は 2002 年に「養
ヤンロウフーリーユァン

老護理員」（高齢者介護士）という国家職業基準を設定し、初めて介護職

員の国家職業資格として初級、中級、高級、技師の 4 等級を規定して専門性のある介護職

の養成に乗り出した（陳・許、2013：108）。ところが、政府は 2018 年に他のいくつかの

国家職業技能基準とともに養老護理員を国家資格から除く方針を示した。国際協力機構

（JICA）専門家の巨川元寛（2019）によると、その理由については監督官庁のスリム化、

地方政府への権限移譲、試験における不正の横行 ― など様々な見方があるが、明確でな

いという。

国家職業資格の廃止は、介護現場に混乱をもたらしたようである。全国的な統一基準が

ないため、民間団体や企業はそれぞれが独自の研修の内容や時間をきめ、「養老護理員」、

「初級護理員」、「医養結合照護師」など異なる名称の民間資格を介護労働者に与え始めた

からである（具体例は後述）。

中国政府は 2019 年以降、介護専門職の資格の標準化に再び着手した。最高の国家行政

機関である国務院は同年 4 月に「養老サービス発展を推進する意見」を公開し、養老護理

員の職業技能の等級認定と教育訓練制度を確立し、整備する方針を表明した（国際協力機

構、2019b）。その半年後、人力資源社会保障部と民生部は「養老護理員国家職業技能基

準（2019 年度版）」を発表した。これは、介護士の養成、その技能程度の認定、介護行為

の規範の基本を定めた内容である。ここでは、職業技能等級を過去の四つから五つに増や

し、「高級技師」の等級を新たに設けた。この職域としては、リハビリサービス、ケア評価、

クオリティコントロール、育成指導などが含まれる。最下級となる初級は学歴資格を小学

校中退や無学歴でも可とし、資格の申請条件も見習い期間 2 年以上（連続）から 1 年以上（累

計）に減らした（中華人民共和国中央人民政府、2019；中華人民共和国民生部、2019）。

また、人力資源社会保障部と民生部は、養老護理員の養成のための長期メカニズムを構

築する計画で、専門家、介護事業の管理スタッフらを組織して養老護理員の育成訓練要綱、
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その教材作りを進めている。そして、2022 年末までには新たに 200 万人の養老護理員を

確保する方針を打ち出している（臣川、2019）。

中国の介護職では、若手人材の確保と育成が大きな課題である。現在の介護人材は、

1960 年代から 1970 年代生まれ、年齢でいうと 40‐50 歳代が中心である。彼らは地方か

ら出稼ぎの女性が多く、全般に学歴は低くて文盲の者も少なくない。例えば、約 10 年前

に上海市で勤務の介護職員の学歴は、小学校卒かそれ以下が全体の 61.8% を占め、非識字

者が 11.3% もいたとの報告がある（畢、2010:138）。

40-50 歳代の労働者が介護現場を支える現象は「 4
スゥリャンウーリン

0 5 0 」という言葉で表現される。彼

らの社会的地位が低い現状から、「中国人の親世代にとって、介護士になるのは建設労働

者になるのと同じようなイメージ」（筆者が北京で面談した高齢化問題専門の大学教員が

述べた言葉）が国民の間に広く定着している。

「4050」より若い成人は、1980 年代生まれの「8
バーリンホウ

0 后」、1990 年代生まれの「9
ジョウリンホウ

090 后」が

大半である。彼らは政府の「一人っ子政策」のもとで生まれ、一人っ子として親から大事

にされながら育ってきた。そのため、性格が自己中心的な傾向が指摘され、男性は「小皇

帝」、女性は「小皇后」と揶揄されてきた世代でもある。親の子供の将来への期待は高く、

介護職にしたいと考える者はまれである。

全般に職場として不人気な介護業界にこうした世代から人を集めるのは容易なことでは

ない。中国政府は近年、全国各地の職業学院（職業技術大学）に高齢者サービス・管理コー

スを次々に新設した。こうしたコースを設置の学校は 2020 年末時点では全国で 279 校に

なり、その 7 年前の 50 校から大幅に増えた。その定員は合わせて 6,000 人規模とみられる。

しかし、学費を支払う親たちは子供がこうした仕事に就くことに賛同しない傾向が強いこ

となどから、多くの学校が学生の募集に苦慮しているとの報告がある（呉、2021）。

介護職の社会的地位の向上に向けて、地方自治体も様々な試みをしている。上海市は

2017 年から「最も美しい介護スタッフ・コンテスト」を主催している。同市内の介護業

務従事者の中から、技術とスピーチの両部門から優勝者 50 人を選出して奨励金を与える

ほか、マスメディアに登場させて介護という仕事の重要性と崇高性を訴えさせている（王、

2019）。また、広州市は 2018 年、介護現場で一定の勤続年数を満たした者に対して一時金

として 5,000 元から 2 万元を支給する優遇策を導入した（呉、2021）。北京市も 2020 年に

新規卒業生で介護分野に就職した者に入職奨励金を出し始めた。学部生以上は 6 万元、専

科や高等職業学校生は 5 万元を 3 年に分けて支給する（人民網日本語版、2020 年 11 月

24 日）。

上記のような中国の高齢者介護人材の諸問題を踏まえ、筆者は 2019 年 9 月 9 日から 13

日にかけて北京市と隣接する河北省廊坊市で、高齢者施設と介護職に関する実態調査を実

施した。次章では、ここで見聞した介護職育成や介護職の日本送り出しの実情を中心に述

べる。この調査時期は、中国政府が養老護理員を国家職業技能基準に沿う資格として認定
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する直前であることを付記しておく。

第 3 章　北京と河北省で見聞した大規模高齢者施設と介護職の

実状

高齢者の激増に伴って、中国の都市部やその郊外では千床を超えるような大型の高齢者

施設が続々と開業している。筆者は、その一つである河北省廊坊市香河県に立地する「大

愛書院」を訪問した。北京市街地からは車で 2 時間余りの場所で、もともとは畑地だった。

この施設は 2016 年から徐々に開業し、今では図書館、ジム、プール、手芸教室、カラオケルー

ムなど多数の共有施設がある富裕層向けの有料老人ホームである。カップルでの入居も多

い。経営主体は「大愛城投資控股有限公司」という不動産など多数の異業種を経営する有

力企業である。大規模介護施設は、不動産業など主体の資本力のある企業が建設して経営

するケースが多いのが中国の特徴である。施設の建物には約 200 億元（訪問時のレートで

は約 3,034 億円）を投資し、正面のメインビルはお城のような造りである。

そこで面談した呂
リー

龙
ロン

彪
ビャオ

さんは、同社の投資部長で、証券アナリストでもある。周辺に

は元気な高齢者向けの高層マンションが林立するが、それも同社が投資して建設したもの

である。馬鹿牧場もある。一地域の街づくりは、アメリカ・アリゾナ州で不動産会社が開

発した高齢者タウン「サンシティ・ウエスト」がモデルで、日本人デザイナーが住環境の

デザインを担当した。

入居者は約 1,000 人（平均年齢は 75 歳）で、健康な高齢者向けの賃貸高層マンション

もある。介護施設のモデルルームは面積が約 70 平方メートルで、購入だと約 120 万元（当

時のレート [1 元＝ 15.2 円 ]、日本円で 1,820 万円余りである。賃貸では、サービス、食費、

光熱費込みで一人あたり月に約 5,000 元（約 76,000 円）である。同規模のものは北京では

２割ぐらい割高だという。公営の老人ホームの月の入居費は最低価格は 300 元（約 4,500

円余り）ぐらいであり、中国の中でも最高級の高齢者施設と言える。

そこで働く介護スタッフは、前述の「養老護理員」が 200 人余りで、高齢者介護の中

心的役割を担っている。ほかに主に家事担当の「家
ジィアジャンフーウーユァン

政服務員」(3) が約 100 人、8 人の医師

と 10 人の看護師も勤務している。介護スタッフは入職すると、ここで勤務しながら、週

に 3 時間の受講を 8 週間受け、この施設内で OJT を受けて養老護理員の資格を取得する。

1 日に 8 時間の講義を 5 日間、受講して資格を取得する方法もある。外部の専門学校の教

員と人材育成企業のスタッフが養成業務にあたる。

養老護理員の資格取得のための研修時間は、後述するように施設や企業によってばらつ

きがあるが、日本で介護福祉士の資格取得のための受講時間（450 時間）などに比べると

極めて短く、専門性はそう高くないとみられる。呂部長の「資格の有無は職場では余り重

視されていない」という言葉がそれを裏づける。ここで介護業務に就くうえで、この資格
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は必須ではなく、無資格の介護スタッフも多いという。

介護スタッフの 8 割は女性で、学歴は高卒が大半を占める。地方の出身者が多いが、地

元の住民の方が長期間、働く傾向がある。彼らの月給は約 5,000 元前後である。この給与

額は、この倍以上の IT や金融の業界の職種よりははるかに低額だが、民間企業の賃金と

しては全国平均を少しだけ上回る。(4) 

呂部長の話では、この施設での介護人材はやや不足している。「中国人はケアの仕事を

したがらない。高齢者介護はチャイルドケアよりは給与が良いが、他業種に比べて収入が

まだやや低い。離職率は 5％くらい」と現状について述べた。

北京市内 3 カ所の高齢施設で介護人材の育成にあたる責任者に話を伺った。大規模高齢

者施設「泰康之家」で面談したのは、「科研教育高級経理」（科学研究教育責任者）の肩書

を持つ元看護師の趙
ジャオリーリー

麗麗さんである。趙さんの話では、この施設を経営する泰康建投は北

京城市学院 ( 大学 ) と提携しており、同学院は 2014 年に介護コースを新設した。3 年制専

科は 6 クラス、計 240 人まで、4 年制本科は 2 クラス、計 120 人まで募集ができる。学生

たちは卒業後に現場で介護業務に従事するが、将来は施設長など管理職に就く人材の育成

を目指している。

北京城市学院や他の学校の介護コースを履修した卒業生約 30 人が 2015 年に泰康之家に

介護職員として就職した。趙さんによると、このうち 3 年後に同施設で介護職で働く者は

皆無という。これは、卒業生の多数を占める地方出身女性のライフコースが影響している。

専科の卒業生は 20 歳か 21 歳で就職し、高齢者施設で 2、3 年か数年働くと、中国人女性

の間で意識の強い「結婚適齢期」（よく言われるのは、女性は 23 ～ 25 歳）を迎える。し

かし、「農村戸籍」など非北京戸籍の彼女たちは北京では結婚相手を見つけられないケー

スが多く、大多数が郷里に帰り、そこで結婚して家庭を築く。地方には都市部のような高

級な高齢者施設はほとんどなく、介護職給与は全般に低額なため、介護の仕事を選ばない

結果になるとみられる。

第 4 章　「医養結合」の国策に沿う介護人材育成

筆者は、中国政府が近年掲げる「医
イヤンジェホー

養結合」（医療・介護結合）に沿う施設ということで、

優護万家健康産業集団が経営の高齢者施設「優護万家」も訪ねた。北京市朝陽区にある同

施設は 66 床を備えるが、訪問時はほぼ満床で、入所者の約三分の一が認知症である。介

護スタッフは 13 名で、うち男性は 5 名と比較的に多い。原則、男性入所者には男性スタッ

フ、女性入所者に女性スタッフに介護させるためである。他に看護師が 3 人、漢方医学と

西洋医学の医師各 1 人が常勤していた。医療面にも重点を置いていることがわかる。

この施設は、外部の介護人材の教育と研修の場所にもなっている。ここで教えているの

は、同集団人材育成センター長の徐
シュイグゥオイン

国英さんである。徐さんは 43 年間、看護師として勤
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務ののち、介護業界に身を転じた。彼女は優護万家で介護専門学校（高卒後に入学）も運

営している。この学校の在学生のほか、他からの介護人材も受け入れて教育している。こ

れまでに教育にあたった学生は約 500 人。入学生は、2017 年が 53 人、2018 年が 96 人、

2019 年が 360 人（うち男性は 70 人余り）。学生たちは北京市、山東省、雲南省など全国

からやって来ているという。

この企業が全国的に注目されるのは、中国政府が国家戦略として打ちだしている「医

養結合」というコンセプトに沿って介護人材の育成にあたっているからである。医養結

合は、2017 年 10 月開催の共産党第 19 次全国代表大会の報告で「高齢化に積極的に対応し、

医養結合を推進」との方針が明確に提起され（蔡、2018）、注目されるようになった。

国家衛生健康委員会高齢者健康局の担当者の説明によると、「医養結合」とは医療衛生

サービスと高齢者サービスの一体化を指している。在宅、地域コミュニティや組織（施設）

の介護を受ける高齢者に対して日常生活の世話とともに、医療衛生関連サービスを提供す

るものである。それによって高齢者の健康を向上させ、生活の質も改善に導く。この政府

の方針に沿って、各地でその実践が進んでいる。例えば、重慶市には医療、介護、リハビリ、

物理療法を一体化した高齢者擁護センターが設立されたり、江蘇省では家庭医による高齢

者宅での訪問医療サービスを提供している。政府は国の方針として、医養結合を担う人

材育成を積極的に進めるために高齢者の健康に関する学科を増設しつつある。さらに、高

齢者関連の医学、リハビリ、栄養、ホスピスケアなどを担う専門人材の育成・研修の強化

やインセンティブ付与のための報酬制度の整備などを示している（前掲）。

優護万家の徐さんはこの分野の指導者として関係方面に知れわたる。彼女は介護施設で

の経験を踏まえ、2017 年に『医養結合照護師実務研修（初級）』という研修教材を著した。

共編者の段萱さんは北京大学病院の医師で、カナダで先進的な介護を学んだ経験もある。

全 223 ページの教材は、先進諸国における介護人材の研修経験を参考にし、中国各地の百

人余の医養結合照護師の研修実践を参考にして編集された。内容は医養結合の説明、高

齢者の生理や心理、医療補助介護、同伴介護、救急補助介護、安全介護、生活介護、機能

トレーニングなど多岐にわたり、その実践方法などをイラスト付きで解説する。このシリー

ズの中級の教材は 2019 年中に刊行され、上級の教材の刊行が 2021 年中に予定されている。

同集団は 2020 年には他機関と連携して高等専門学校「健康管理学院」を設立した。介

護人材育成などのための「健康高齢者サービスと管理」専攻は約 700 人の学生を確保した

との報告があり（优护万家、2021）、医養結合教育は順調に発展しているようである。

筆者が訪問時、研修の内容などは介護経験の有無で異なっていた。現役の介護従事者に

は 5 日間の午前と午後の 6 時間、経管栄養を含め介護のポイントを教える。未経験者には

10 日間ぐらい介護業務の内容を教え、食事、入浴などの介助を実践させる。実技と理論

の試験を経て修了証を出すが、付与する資格名は「医
イ

養
ヤン

結
ジェ

合
ホー

照
ジャオ

護
フー

師
シー

」（医療・介護連携介

護士）である。現在は民間資格だが、今後、一般の照護師よりも専門性の高い資格として
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政府に認定されるかどうか注目される。　

第 5 章　日本への介護人材送り出しの課題

中国よりはるかに高齢化が進む日本でも、年を追って介護労働者不足が深刻化している。

このため、日本政府は 2016 年に出入国管理法を改正して「介護」という新たな在留資格

を創設し、日本で学ぶ留学生が専門学校など卒業後に介護福祉士の資格を取得できる道を

拓いた。2017 年には技能実習生としての受入れ対象業種に介護を付け加えた。さらには、

2019 年からは「特定技能」という新たな在留資格を設けて介護など 14 産業分野で労働者

としての受入れを始めた。そこで、訪日して定着が期待されているのが近隣アジア諸国の

介護人材である。中でも漢字圏で日本語習得の壁も低い外国人人材として期待されている

のが中国人である。

こうした情勢を踏まえて、筆者は北京では日本への介護人材送り出しに関わる人材派遣

や人材養成の企業を訪ねた。日本に中国人介護人材の送り出し実績のある国際人材派遣会

社「北京走出趣科技友展有限公司」（北京市海淀区）で、共同創業者の韓娜・国際業務

部長に面談した。2016 年に設立の同社は、幅広い分野で中国人や東南アジアの労働者を

採用し、日本のほか、シンガポール、アフリカ諸国などに派遣している。この 3 年間で海

外に計 2 万人以上を送り出した実績がある。日本には過去、技能実習生中心に約 300 人の

中国人労働者を送り出した。業界は縫製、水産加工が最も多い。介護分野での送り出しは

2019 年に入ってからで、計 20 人にすぎない。それでも、この人数は、中国の人材会社の

中では最も多いという。派遣の介護人材の 7 割以上は女性で、学歴が高校卒が大半、専門

学校卒や中学卒も少数いるという。出身は山東省、河南省など地方が大半である。

韓部長によると、日本の介護業界では旺盛な人材需要があり、同社は中国各地で介護人

材集めに力を入れた。しかし、結果的には日本向けの全業種の中で応募者が最も集まらな

かったという。その理由について、韓部長は「（送出し地域の）地方では親が子供を外国

に出したがらないから」と言う。また、介護は、日本でよく使われる「3K」（きつい、穢い、

危険）(5) のイメージが強いことも希望者が集まらない理由という。

この会社は山東省日照市に日本向け人材の研修所がある。そこで 6 カ月間、日本語研修

を行う。筆者の本社訪問時点では約 70 人（うち 26 人は介護分野）が研修を受けていた。

そこでは、主に日本語能力試験（JLPT）の N3 レベル（日常会話の日本語をある程度理解）

か N4 レベル（基本的な日本語を理解）の中国人教師が日本語を教えている。全寮制で、

研修生は平日は終日、勉強し、実技も学ぶ。多くは研修開始から約 2 カ月で N4 レベルの

試験に受かり、約 6 カ月で N3 レベルの試験にも合格するという。この期間は、大多数の

東南アジアからの訪日研修生よりもはるかに短い。

日本にはまず技能実習生として渡り、その後に特定技能の試験に合格して在留資格を切
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り替えようと考えている者もいる。韓部長は、派遣時に技能実習生か、あるいは特定技能

で送り出すかはまだ検討中で、日中政府間の交渉の進展を見守っている、と述べた。

同社が日本の介護施設に送り出した技能実習生から声が韓部長にも届いている。その内

容は「利用者がやさしくて、施設がきれい。業界が進んでいる」と評価する一方、「仕事

がきつい。求められることが多い」という不満もあるという。技能実習生が赴任後に雇用

主との間で問題になることが多い契約や給与面の不満の声については、韓部長の耳には届

いていない。送出企業として派遣労働者には二つの期待があるという。一つは、日本で（技

能実習生などとして）2～ 3年働いたのちに介護福祉士になって長く働くこと。もう一つは、

技能実習の契約を終えたあと、（日中の）介護業界で貢献してもらいたい、である。

「特定技能」で日本への送り出しに関心を寄せる介護人材養成関連の中国企業は他にも

ある。その一つ「知护和伊養老有限公司」（本社・北京市朝陽区）で、人材育成責任者の

董事総経理（常務取締役）の田
ティエンジン

軍さんに話をうかがった。同社は六つの介護施設を経営す

るとともに、外部の介護職らも対象にした研修事業も行っている。2018 年以降、累計で

約 500 人を対象に計 100 ～ 150 時間の講習を実施し、「初級護理員」という資格名称の職

業認定証を同社が交付している。　

同社は、技能実習生の日本への派遣はしていない。田・総経理は「（技能実習生は）名

称がよくないし、一般の人はどういう制度かよくわからない」と述べ、技能実習生という

制度に疑問を投げかけた。一方、新設の在留資格「特定技能」については「日本人と給与

が同じ、転職も可能で、メリットが大きい。日本への人材派遣に協力する方針である」と

派遣に前向きの姿勢を示した。

田総経理は、中国の介護人材の海外送り出しには難点があることも示唆した。介護人材

は中学・高校卒業生が大多数で、「技術面は問題ないが、新たな言語など学習能力が全般

に低い」と指摘する。

介護職は北京、上海など都市部を中心に人手不足を背景に報酬が急速に上昇しているこ

とも、日本への人材送り出しを阻害する要因になっている。前述の趙麗麗さんによると、

泰康之家では介護スタッフの入職時の月収は約5,000元（税控除前の額＝以下も同じ）だが、

ケアの業務が重くなる認知症のフロアでの勤務は 8,000 元（12 万 1,600 円）ぐらいである。

泰康之家の介護リーダーは 10,000 元（15 万 2,000 円）ぐらいだが、上海の場合はさらに

高額で、介護リーダーは 12,000 元（18 万 2,400 円）ぐらいという。しかも、介護施設は

通常、地方からの出稼ぎが多い介護スタッフの食費や住居費を給与とは別に負担している。

賃金面だけをみると、大都市圏で働く介護労働者にとって日本で就労するメリットはほと

んどない。

趙さんは、中国人介護職の日本での就労については他に課題が三つあると指摘する。そ

れらは（1）言葉の壁、（2）両親の否定的意見（娘については、結婚や育児の面で懸念）、（3）キャ

リアアップの不明瞭さ ― である。キャリアップについては、中国では看護師は明確だが、
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介護士は明確ではなく、日本についてはさらにわからないという。そのうえで、言語の壁

の克服策、キャリアップの明確化、生活や権利の保証、日本で取得した介護士資格の中国

での認証 ― が日本就労のインセンティブになりうると提言した。

清華大学老齢社会研究センターは学際的な高齢者問題研究のハブである。筆者と面談し

た同センターの庄
しょう

英
えい

甫
ふ

・秘書長は、日本語が堪能で、日本の介護事情にも通じる。庄秘書

長は日本の介護業界の先進性を認めたうえで、中国の専門学校の学生を日本に送って介護

を勉強させることを提言する。日本留学の難点は、年間百万円近くかかる日本の専門学校

や大学の学費である。このため、中国の企業が日本に介護研修センターを設け、そこを拠

点に中国人学生や企業人が礼儀教育、生活管理などを学ぶことを提案する。期間は 1 年間

など短期で、母国への介護技能還流を意図するが、「一部の学生は日本に残って働く可能

性もある」と見ている。

第 6 章　日本における中国人介護人材受入れの現状

中国から日本への介護人材の送り出しは、前述のような課題がある。とはいえ、日本で

勤務するニューカマーの中国人介護人材は徐々にではあるが、増加傾向にあることも指摘

しておきたい。外国籍の介護人材は、在留資格が特定活動（日本と東南アジア諸国間の経

済連携協定に基づいて来日の介護労働者）、技能実習生、介護、特定技能など多様化して

いる。その中で介護に従事する在留中国人は、永住者や日本人の配偶者などの「身分・地

位に基づく在留資格」を除けば、技能実習生が最も多いとみられる。外国人技能実習機構

（2020）による 2020 年 3 月の調査によると、介護分野の技能実習生は 8,967 名で、うち 1,173

名が中国籍だった（中国人技能実習生全体の 1.7%）。

この中から「特定技能 1 号」に在留資格を切り替える者も他の外国人同様、増えつつあ

る。技能実習生は原則、雇用契約を結んだ職場からの転職が禁じられているが、特定技能

だと職場の変更が認められているなどのメリットがあるからだ。

日中の政府間では特定技能に関する取り決めの協議は始まったものの、いまだ他の国の

ような二国間の覚書はかわされていない。それでも、法務省出入国在留管理庁の資料によ

ると、2021 年 3 月末時点で特定技能 1 号の在留資格を有する中国国籍者は 2,050 名いて、

このうち 125 名が介護分野で働いている（出入国在留管理庁、2021）。彼らは日本での試

験に合格し、この在留資格を得たとみられる。

日本各地にある福祉専門学校などに留学して介護福祉士の資格取得を目指す中国人も少

なくない。介護福祉士の資格を取れば、家族の帯同が可能で在留期間に制限のない「介護」

という在留資格を取ることができる。日本介護福祉士養成施設協会（2020）の調べでは、

2020 年度に全国の養成施設で学ぶ外国人留学生は 20 カ国の計 2,395 名がいたが、うち中

国人は 285 名で、ベトナム人（1,015 名）、ネパール人（304 名）に次いで多い。
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中国人にとって経済的インセンティブが薄らいできたと言われる日本で、彼らはどんな

理由で介護を学んでいるのだろうか。筆者は 2020 年 10 月下旬に福岡県内の医療福祉専門

学校で介護福祉士の資格取得を目指して勉強する中国人女性 2 名に話を伺ったことがあ

る。四川省出身の A さん（22 歳）は母国では高校時代に看護を勉強したが、「看護は体に

病気がある人を扱うので気持ちがよくないが、デイサービスなどではにこにこして、気持

ちがある」と言う。もう一人の B さん（27 歳）は山東省の専門学校を出てから製造業分

野の技能実習生として 3 年間、日本に滞在した経験がある。その時に日本のテレビ番組で

介護現場の実践を見て、その仕事に関心を抱いた。「中国では介護は高齢者のおむつ交換

をするだけの仕事のように思われがちだが、実はそうでもない。日本で住んで高齢者とも

関わりたいと思って再来日した」と言う。二人とも、きれいな大気、安全な食品など日本

の生活環境に満足していることも口にした。

筆者は 2021 年 12 月初旬にもこの専門学校を再訪し、そこで学ぶ中国人留学生 3 名に面

談した。4 年制大学卒業の上海市出身の男性、Ｃさん（30 歳）は「アジアでは日本にしか

ない『自立支援』の介護を学びたい」などと語り、中国に帰国後は介護施設経営という抱

負も述べた。

近年、中国都市部では日系企業が経営に関わる介護施設が増えつつあり、彼らは帰国後、

重宝される人材になる可能性がある。

まとめ

「高齢社会」になった中国では、介護人材の確保と質の向上がますます大きな課題になっ

ている。政府は専門学校などの介護コース増設などで若年層の介護業界への進出を後押し

している。ただ、こうした措置は伝統的な戸籍制度の改革も伴わないと、介護職場での長

期定着は図れそうにないことが、筆者の北京での面談調査から明らかになった。介護職養

成のコースで学ぶ若者は地方出身の女性が多いが、彼女たちは農村戸籍であり、「結婚適

齢期」を迎えると、また地方に戻って介護職から離れる傾向がある。彼女たちの職場定着

率を高めるには、介護業務に就く地方出身者に都市戸籍を付与するなど、特別な措置が必

要である。

介護職の質を上げるために養老護理員の事実上の国家資格化が 2019 年に導入された。

だが、「4050」と言われる比較的、低学歴の中年が大多数を占める介護職の質の向上には

まだ相当な時間がかかりそうである。「3K」視される介護職への社会的評価の低さは、政

府や共産党の強大な権力を持ってしても、容易に反転できるものではない。まずは介護の

専門性を高めることが必要だが、国家資格やキャリアパスにつながる職制の整備には時間

がかかる見通しである。

高齢化先進国の日本では 2000 年に「高齢者介護を社会全体で支え合う仕組み」として
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介護保険制度が導入された。とはいえ、介護職に対して「ディーセントワーク（働きがい

のある人間らしい仕事）」という社会的評価が確立されたとは未だ言い難い。介護の社会

化が遅れた中国において介護保険は 2016 年以降、上海など限られた指定都市で試行され

ているが、地方部にはまだなく、介護の社会化に向けて制度整備が急がれる。

中国人介護人材の日本への送り出しに関しては、彼らにとって日本は報酬面では魅力が

薄れ、人材派遣会社は送出し人材の確保に苦戦していることが確認された。ただ、介護大

手を含む日本企業の中国への介護事業への進出も進むいま、中国で将来の介護を担う人材

の研修先として日本送り出しに積極的な高齢者問題の専門家の意見があるのも事実であ

る。日本の生活環境の良さや運動面などの自立支援を含む日本式介護の仕事に魅力を感じ

て「介護留学」をする中国の若者も少なくない。

日本には介護福祉士の上級資格として「認定介護福祉士」という民間資格や介護サービ

ス計画書などを作るケアマネージャー（介護支援専門員）という専門資格がある。認定介

護福祉士の資格保有者は医療・リハビリ職との連携の中心的役割を担い、その知識習得が

必要とされている。こうした専門性の高い介護職の育成は、「医養結合」を目標とする中

国が急ぎ必要としているものでもある。高度かつ良質な介護人材の育成に向けて日中間で

協力できることは多く、それを軌道に乗せることは両国のウィンウィン関係につながる。

本論は、新型コロナウイルス感染拡大下での中国の高齢者施設や介護職の問題は扱わな

かった。欧米や日本で頻発した介護施設におけるクラスター感染は、本論執筆の 2021 年

9 月時点では中国全土で限定的で、前述の大愛書院の呂部長からは同月 3 日に「大愛書院

での感染事例はこれまで皆無」との情報を頂いた。中国の介護施設で感染が拡がらなかっ

た理由については、施設内や集合住宅に住む出稼ぎ介護スタッフの生活を管理しやすかっ

たことが一因との報告もある（王、2020）。これらは、別途、十分な調査が必要なテーマ

である。コロナ禍発生以降の中国での高齢者介護を取り巻く諸問題を引き続きウオッチし、

稿を改めたい。

＜謝辞＞　本論のもとになる調査は、科学研究費補助金基盤研究（C）「多様化する『介

護移民』の市民権－定着と社会統合を中心に」（課題番号：19K02137、研究代表者・大野俊）

と、京都大学東南アジア地域研究研究所 IPCR の共同研究 IV-16「新型コロナウイルス感

染拡大に伴うケアの意識・実践の変容―日本定住外国人看護・介護スタッフに焦点をあて

て」（研究代表者・大野俊）を活用して実施した。現地での面談調査のアレンジに際して

お世話になった遠藤良太さん、宮本明さん、李双紅さん、張紅紅さん、李航さん、同行し

て通訳・翻訳業務にあたった戴飛頴さんはじめ、調査に協力してくださった多くの方々に

深謝を表したい。
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注釈

(1) 	 世界保健機関（WHO）などの定義では、高齢化率（全人口に占める 65 歳以上の高齢者の割合）

が 7% を超えると「高齢化社会」、14% を超えると「高齢社会」、21% を超えると「超高齢社会」

とされている。日本は 1970 年に高齢化社会、1994 年に高齢社会、2007 年に世界には先駆けて

超高齢社会となった。海外の先進諸国ではイタリアとドイツがすでに超高齢社会で、その他の

欧州の大半の国々は高齢社会、米国、韓国、台湾などは高齢化社会に属している（時事メディ

カル、n.d.）。
(2) 	「介護の外部化」は、大別して二つの道筋がある。一つは家族介護者の介護労働が家族以外の社

会的労働へ転換するもので、もう一つは家族介護者のアンペイド・ワークの社会的評価の道筋

であるとされる（笹谷、2005: 39）。
(3) 	 中国の「家政服務員」は民間資格で、以前は「保姆」（家政婦）と呼ばれた。高齢者や障がい者

のケアだけでなく、乳幼児の世話、子供の送り迎え、家事の代行など幅広い業務を担う。

(4) 	 中国国家統計局の発表によれば、2019 年の全国都市部の民間機関・企業の平均賃金（年収）は

5 万 3,604 元で、月給に換算すると 4,467 元（約 67,900 円）である（人民網日本語版、2020 年 7
月 24 日）。

(5) 	 日本語の「3K」（きつい、汚い、危険）にあたる中国語の言葉は、一般には「危険（ウェイシィェン）」

（日本語の意味と同じ）、「肮脏（アンヅァン）」（汚い）、「吃力（ティーリィ）」（きつい）である。
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